
i

は し が き

　本書は，法学者と経済学者が協働して，新たな解雇規制の提案をしたもので
ある。
　現在の日本の法律（労働契約法）における解雇規制は，かなり厳格なもので，
企業は容易には従業員を解雇できないというのが，大方の理解であろう。した
がって，新たな解雇規制というと，それは規制を緩める方向の議論となると考
える人が多いだろう。とくに経済学者が議論に加わるとなると，いっそうそう
考える人も多くなるだろう。
　しかし，そうした予測を，本書は見事に裏切るであろう。本書の結論のコア
の部分を先に述べると，次のようになる。
　“企業が従業員を解雇するときには，その従業員がその後の職業人生に被る
賃金面の不利益をすべて補償（完全補償）しなければならない。”

＊　　＊　　＊

　法学者と経済学者で解雇について論じた先行業績としては，2002年に刊行
された，大竹文雄・大内伸哉・山川隆一編『解雇法制を考える――法学と経済
学の視点』（勁草書房）がある。同書は，法学者と経済学者が，解雇について，
それぞれの立場から執筆した論考を集めたものだった。そこでは法学者と経済
学者との間でのすり合わせはあえてせず，むしろ違いを明確にすることを目的
としていた。
　2008年に刊行された，荒木尚志・大内伸哉・大竹文雄・神林龍編『雇用社
会の法と経済』（有斐閣）は，法学者と経済学者が個別のトピックごとに「共
作」する企画だったが，そのなかの第 1章「解雇規制」（荒木教授と大竹教授が
担当）をみると，法学と経済学の考え方の対立がより鮮明になっていた。
　こうした対立は，編著者 2人が執筆した『法と経済で読みとく雇用の世
界――働くことの不安と楽しみ』（有斐閣，2012年）のなかでも，基本的には解
消されていない。むしろ初版の「はしがき」は，解雇をめぐる法学と経済学の
思考方法の違い（解雇された労働者の生活保障を重視するか，解雇を避けることによ
る副作用を重視するかなど）を浮き立たせていた。もっとも，同書の第 1章「入
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社する前にクビだなんて――採用内定取消と解雇規制」の最後は，「これまで
の既得権益はいったんご破算にして，未来志向で，労働者のなかの各層，そし
て企業という関係者すべてが win-winの関係を構築していくよう模索するため
の発想の転換が，いま求められているのかもしれない」と締めくくっていた
（32頁）。
　そこでふれた「発想の転換」のための第一歩が，政府内でも何度か導入が検
討されながら，近年は袋小路に入り込んでいる感のあった解雇の金銭解決制度
を取り上げ，理論的に推計された金銭補償額を提示するということであった。
解雇の金銭解決制度をめぐる多くの論点のなかで，とくに重要なのが補償額の
水準だったが，外国法をみても補償額の設定方法は多様で，補償額の相場が定
まらないことが，この制度の導入を議論するうえでの大きな障害になっていた。
そこで，議論の前提とすべき補償額そのものを，客観的なエビデンスとして提
示することにより，議論のブレイクスルーを図ろうというのが，本書の目的で
あった。

＊　　＊　　＊

　以上のような目的意識の下，私たちは研究会（初期メンバーは，編著者に加え
て，安藤至大日本大学准教授，川田恵介広島大学准教授〔当時〕，山本陽大独立行政法

人労働政策研究・研修機構研究員）を立ち上げた。そこではまず，解雇規制に関
する法学，経済学双方の基本的な考え方を相互に理解するために，何度も議論
を重ねた。
　この間，経済学の川田准教授からは，サーチ理論を丁寧にレクチャーいただ
き，法学のほうからは，これまで日本が解雇規制のモデルとしてきたドイツ法
は実は必ずしも世界のスタンダードではなく，むしろ経済理論と親和性の高い
スペイン法のほうがスタンダードとなりつつあり（ドイツ法は山本研究員，スペ
イン法は高橋奈々東京大学大学院法学政治学研究科助教〔当時〕の研究成果による），
さらに小西康之明治大学教授から，解雇自由の国であるアメリカにも失業保険
のメリット制を通じた解雇規制機能があるという知見を得ることを通して，本
書の骨格が徐々に形成されていった。
　終章において示したモデル条文や解雇保険構想は，長い議論のなかから浮か
び上がってきたもので，結果として，その内容はどの国の法律にもない，まっ
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たく新たなものとなった。本書の構想が実際に政策に取り入れられるかはわか
らないが，労使間の駆け引きや政争の道具に使われやすい解雇規制について，
アカデミズムの立場から 1つのモデルを示すことができたことは，それ自体に
大きな意義があるのではないかと考えている（もちろん，これは粗案にすぎない
ので，今後の検討を経て，ブラッシュアップしていく必要があることはいうまでもな

い）。

＊　　＊　　＊

　本書の執筆陣は，研究会のメンバーに加え，研究会にゲストスピーカーとし
て招いた方，および原稿でのみ参加をお願いした方により構成されている。こ
の他，河野尚子さん（世界人権問題研究センター専任研究員），及川雅斗君（東京大
学大学院経済学研究科博士課程），深井太洋君（同），室賀貴穂さん（同），鳥谷部
貴大君（同研究科修士課程），井田菜月さん（日本女子大学大学院家政学研究科修士
課程）には，本書全体の校正ゲラに目を通していただき，貴重なコメントをい
ただいた。
　さらに最大の功労者として名前を挙げておかなければならないのは，研究会
の発足当初の段階から関与して，今回の企画を本書の形にまで仕上げてくださ
った，有斐閣書籍編集第 2部（当時）の尾崎大輔氏（現在は，NIRA総合研究開発

機構研究員）である。尾崎氏の理解と情熱がなければ，本書を世に送り出すこ
とができなかったであろう。また，一番難しい最終作業のところで，本書の編
集を尾崎氏から引き継いで担当してくださった有斐閣書籍編集第 2部の渡部一
樹氏にも，心より感謝を申し上げたい。

　　　2018年 1月

 大内 伸哉
 川口 大司
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　序章

解雇規制とは何か
いま，「問い直す」ことの意義

大内伸哉・川口大司

第1 節　許されうる解雇と許されない解雇
 

「解雇の金銭解決」という言葉を聞くと，それだけで問答無用の拒絶反応を
示す人が少なくない。解雇には正当な理由が必要であり，それを欠く解雇は許
されてはならないという考え方は，日本社会に深く根づいた「常識」なのかも
しれない。判例が，客観的に合理的な理由を欠き，社会通念上相当と是認でき
ないような不当解雇を無効とするという解雇権濫用法理（現在は労働契約法 16

条）を構築してきたのは，こうした日本社会の常識を汲み取ったものともいえ
る（ 第 1章）。
　しかし，一口に「不当解雇」といっても，さまざまなものがある。企業が事
実無根の非違行為を理由にその労働者を解雇するといった悪質性の高いものも
あれば，経営が危機に陥り，企業としては十分に解雇回避努力をしたうえで解
雇をしたつもりであったにもかかわらず，裁判所にはその努力が不十分である
と評価され，不当解雇とされることもある。現行法では，両者の解雇に区別は
なく，いずれの場合でも不当解雇と判断されれば無効となる。
　しかし，このような現行法の立場は，はたして妥当なものであろうか。直感
的にも，両者には違いがあると思う人が多いのではないだろうか。このような
直感は，これまで不当解雇とされてきた解雇のなかに，実は，本来的に「許さ
れない解雇」だけでなく，本来「許されうる」ものではあるが，法の求める要
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件を充足しなかったために不当と判断されたもの（「許されうる解雇」）とがあり，
そのいずれをも解雇権濫用法理の下で同一に扱われてきたことへの違和感に根
ざしているのではないかと思われる。
　もちろん「許されない解雇」と「許されうる解雇」を厳密に定義することは
容易ではない。どのような解雇を「許されない解雇」，「許されうる解雇」に区
分するかは，各国の政策的な判断によるものとなろう。ただ，抽象的にいえば，
「許されうる解雇」は，解雇の理由そのものは正当なものと認められるもの
（経営上の理由による解雇〔整理解雇〕，重大な規律違反に対する解雇，能力や適格性不

足による解雇〔個人が原因である場合と技術革新などによる生産組織の変化が原因であ

る場合がある〕など）であるのに対し，「許されない解雇」は，解雇の理由その
ものが正当ではないもの（差別的理由による解雇や労働者の正当な権利行使に対する
報復としての解雇など）や，解雇事由がそもそも存在していないのになされたも
のだといえば，少しはイメージがつきやすいだろう。
「許されうる解雇」であっても，前述のように解雇回避努力などの要件を充
足しないために現行法上は不当とされることはあるが，それは比喩的にいうな
らば，解雇の理由それ自体は正当とみなされうるという意味で正しい方向に向
かっているものの，正当と判定される基準からみて不十分であったということ
であり，基準をきちんと充足すれば解雇が許される可能性があったものである。
一方，「許されない解雇」は，向かっている方向がそもそも正しくないので，
許される可能性がないものである。このように「許されうる解雇」と「許され
ない解雇」という視点で区別してみると，現行法では同じように不当解雇とさ
れるものであっても，実はその性質に大きく異なるものが混在していることが
わかるだろう。

第2 節　無効ルールと金銭解決ルール
 

　現行法上の「不当な解雇は無効」というルール（これを本書では「無効ルール」
と呼ぶことにする）を，「許されない解雇」に適用することには，あまり異論は
ないだろう。しかし，「許されうる解雇」については，どうだろうか。
「許されうる解雇」であっても，法的に不当と評価される以上，無効とすべ
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きであるという主張もわからないではない。冒頭で触れた日本社会の常識に照
らすと，そういう結論になるのかもしれない。そこにはおそらく，労働者はい
ったん解雇されると大きな不利益を受けるという日本社会に対する一般的な状
況認識があるように思える。ただここは，もう少し突っ込んで考えてみる価値
がありそうである。
　もし解雇によって労働者が被る不利益を，雇い主が労働者に対してすべて金
銭補償しなければならないというルールがあればどうであろうか。それでも解
雇をすること自体が，労働者の人格を侵害する行為であり，それは金銭で補償
できるものではない，と主張する論者もいるかもしれない。しかし，自分を必
要としていない企業で働き続けて，つまらない仕事を割り当てられるくらいで
あったら，別の企業で働いたほうがよい場合もあるだろう。十分な補償がなさ
れるならば，金銭解決でも問題はないと判断する労働者は，少なくないのでは
ないだろうか。
　ここで問題提起したいのは，無効ルールが常に労働者に有利とは限らない，
ということである。不当解雇の場合でも労働契約関係の解消は認めるが，労働
者に対して一定の金銭補償をするというルール（これを本書では「金銭解決ルー
ル」と呼ぶことにする）は，もちろん金銭解決の要件や支払われる金銭の水準に
もよるが，常に労働者に不利なものになるとは限らないのである。
　このように考えると，無効ルールと金銭解決ルールの違いを強調しすぎるべ
きではないのである。少なくとも「金銭解決」と聞いた途端に拒絶反応を示し，
議論の俎上にも載せないということについては，説得的な理由がないといえる
だろう。

第3 節　解雇規制と雇用終了コスト
 

　無効ルールに一元化されている現行法の解雇規制については，経済学の立場
からも活発に検討がなされてきた。
　経済学の立場から解雇規制をみると，解雇をしようとする企業にコスト（雇
用終了コスト）を課すことによって，解雇が企業と労働者をあわせた労働市場
全体からみて望ましい水準となるようにすることを本質的なねらいとしている
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と捉えることができる（その他，不完備契約における機会主義的な行動〔眼前の利益
だけを追求する行動〕の防止というねらいなどもある点については，第 5章等で後述）。
解雇規制を，雇用終了コストを企業に負わせる規制と捉えれば，無効ルールは，
雇用終了について，いわば無限大のコストを課すことによって解雇できないよ
うにするものであるのに対し，金銭解決ルールは，所定の雇用終了コストを定
め，解雇がそのコストに見合うかどうかを企業に判断させることを通じて解雇
を抑制しようとするものである，と説明することができる。
　そして，経済学の立場からも，無限大のコストを課す無効ルールは「許され
ない解雇」に限定すべきであり，現行法のように「許されうる解雇」にまで適
用するのは行き過ぎであるという評価が可能である。むしろ「許されうる解
雇」に対しては，一定の雇用終了コストを企業に課して労働市場全体において
望ましい水準を超える過剰な解雇がなされないように調整はするものの，解雇
自体は認める金銭解決ルールのほうが適切であると評価されることになるだろ
う。
　また，金銭解決ルールにおいては，企業が負担する雇用終了コストは，金銭
補償として労働者への所得移転につながるのに対して，無効ルールでは，企業
の負担する雇用終了コスト（無限大のコスト）は，労働者に所得として移転され
るものではなく，むしろ企業がそのまま抱え込むものとなる。しかし，「許さ
れない解雇」の場合に企業が無限大のコストを負担するのは当然であるとして
も，「許されうる解雇」にまで無限大のコストを負担させることには問題があ
る。たとえば，「許されうる解雇」であっても，解雇の有効性の判断基準が明
確でないために，裁判所で不当と判断されて無効となる可能性があるとなれば，
そこから生じるコストは企業から労働者に転嫁されることにより，かえって労
働者に不利となる可能性がある（たとえば，雇用終了コストを織り込んだ低い賃金
水準が提示されるなどの可能性）。
　もっとも，現行法の下でも，企業は無効ルールにより無限大のコストを必ず
しも常に引き受けているわけではない。実際には，裁判において解雇が無効と
判断されても，職場復帰せず，交渉によって合意解約をして退職していく場合
が一定数存在しているといわれている。この場合，法律上は無効ルールであっ
ても，実質的には金銭解決ルールが適用されているとみることもできる（ここ
ではこれを，法律により制度化された金銭解決と区別して，「交渉による金銭解決」と
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呼ぶことにしよう）。また，日本では，経営上の必要性がある場合でも，解雇
（整理解雇）を避けて，企業が退職金の積増しを提示して退職に応じる労働者を
募る（いわゆる「希望退職」の募集）という雇用調整方法をとることも少なくな
い（早期退職優遇制度のある企業は全体で 11.6％，従業員数 1000人以上の企業では

43.9％となっている〔人事院 2011〕）。これらのケースでなされているのは合意解
約であって解雇とは異なるものの，実質的には交渉による金銭解決がなされて
いると評価することができる。なお，事案の実情に即した解決を目的とする労
働審判の場において，解雇紛争を含む個別労働関係民事紛争のほとんどが金銭
解決であることや，都道府県労働局でのあっせんや民事訴訟での和解において
も同様の傾向がみられること（濱口・高橋 2015）は，労働者のほうにも雇用継
続へのニーズが低いことを示している。
　このように，無効ルールが法の原則であっても，実際には交渉による金銭解
決や労働審判制度等における金銭解決が機能しているのであれば，「許されう
る解雇」に無効ルールを適用している現行法に目くじらを立てる必要がない，
ということもできそうである（ 第 2章）。
　しかし，交渉による金銭解決は，法律で制度化されている金銭解決ルールと
比べて，それに要する雇用終了コストが同程度であるとはいえない。たとえば，
上記の裁判後の交渉による金銭解決では，いったん解雇無効という判決が下さ
れたという，企業に不利な状況下での不確実性の高い交渉となるので，企業は
心理的・時間的な負担という形で非金銭的コストを負うことになる可能性があ
る。こうした非金銭的コストまで考慮に入れると，企業にとって交渉による金
銭解決のコストは必ずしも制度化された金銭解決ルールと同程度であるとはい
えないことになる（非金銭的コストについては第 6章を参照）。ただし，交渉プロ
セスが制度化されていない現状では，企業と労働者との間のもともとの交渉力
の違いなどを考慮すると，交渉による金銭解決で被る企業のコストはそれほど
高くない可能性もある（中小企業などを中心に労働者申立てによる金銭解決制度の導
入に反対する声があるのは，制度化されていないほうが，コストを低くできるという思

惑があるからかもしれない）。いずれにせよ，交渉による金銭解決に伴う労使双
方の心理的・時間的コストは，金銭解決ルールが法律で制度化されることによ
り補償基準が明確になり，低下していくということが期待できよう。
　このように，法律で無効ルールを課したとしても，ただちに無限大の雇用終
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了コストが課されるわけではない。しかし，そこで行われている交渉による金
銭解決とは，当事者の交渉力次第で金銭補償額が変わる不透明な実務的運用で
あり，法律で制度化されて補償額の予見可能性が高い金銭解決ルールとは質的
に異なるものと考えるべきだろう。したがって，交渉による金銭解決が実質的
に行われているからといって，そのことは金銭解決ルールの導入が不要である
ことを意味しないというべきだろう。

第4 節　制裁と予防という視点からみた解雇規制
 

　無効ルールと金銭解決ルールは，解雇に対する「制裁と予防」という観点か
ら論じることもできる。
「許されない解雇」に無効ルールを適用することについては，それが「許さ
れない」反規範的なもの（差別や報復目的であるなど）や悪質なもの（解雇事実の
不存在の場合）であれば，重い制裁を科し，その予防につなげるということは，
法的思考にもなじむものである。たとえ，最終的に前述のような交渉による金
銭解決がなされることがあるとしても，法の立場として，こうした反規範的な
いし悪質な解雇の効力を認めないという姿勢を示すことには意味があるのであ
る（このことと，こうした解雇にも労働者申立てによる金銭解決を認めるかは別の問題
である）。一方，「許されうる解雇」は，反規範性や悪質性がそれほど大きくな
いものであり，制裁の程度はそれに応じて弱くなければバランスがとれないで
あろう。つまり，「許されうる解雇」に無効ルールを適用するのは適切でない
という上記の結論は，制裁と予防という観点からも支持されることになる。
　経済学の立場からは，制裁と予防は，解雇原因の発生を回避する選択行動に
影響を与えるという観点から考慮される。企業が散漫な経営をしていても，解
雇が容易にできる（それほど高くない雇用終了コストで解雇できる）となると，解
雇を過剰に誘発することになる。それを回避するためには，解雇原因の発生に
対して企業がどの程度寄与したかに応じて，雇用終了コストを変えるといった
解雇規制が望ましいことになる（ただし，その場合でも，「許されうる解雇」であれ
ば，無効ルールまでは必要ではない）。なお，同様の議論は，労働者側にも当ては
まる。つまり，労働者が十分に努力をしなくても，強い解雇規制（高い雇用終
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了コスト）が適用され雇用が保障されるとなると，労働者のモラルハザードを
引き起こすことにもつながりうる。日本において，重大な非違行為に対して退
職金が支給されない懲戒解雇がなされるのは，解雇に伴う金銭補償がなされな
い（所得移転なしに解雇される）ようにすることによって，労働者のモラルハザ
ードを回避しようとしたものとみることもできる。
「制裁と予防」という視点は，「解雇ルールの明確化」という論点とも密接に
関係する。というのも，どのような場合に，どの程度の制裁があるかが事前に
明確にされておらず，企業や労働者にとって予測可能性が低ければ，予防とし
て機能せず，当事者の行動を適切に誘導することはできないからである。たと
えば，解雇ルールが不明確であれば，企業が「許されうる解雇」に該当しうる
にもかかわらず，解雇に踏み出せなかったり，過剰に慎重な採用計画を立てた
りするなどの弊害が起こりうる。このようにみると，解雇ルールの明確化も，
解雇規制のあり方を検討していくうえでの重要なポイントとなる。

第5 節　本書の目的
 

　これまでの日本の解雇規制（労働契約法 16条等）の中核は，不当な解雇につ
いて，何が不当であるかについて明確に定義しないまま，これを無効とする点
にあった。不当解雇の定義が明確でないのは，諸外国の法制度を見渡してもめ
ずらしくないが，無効ルールだけを定めて，金銭解決ルールを取り入れていな
い国はきわめてめずらしく，ここに日本法の特徴があった（比較法に基づく議論
の詳細は第 4章を参照）。
　無効ルールは，差別的解雇など反規範性の高い解雇を念頭に置くと，当然の
ものともいえるが，しかし現実には，反規範性が高くない解雇もあり，これも
同一の無効ルールの適用下に置くことの妥当性には前述のように疑問があった。
また，「許されうる解雇」について経済学の立場からみると，解雇は経済効率
性を低下させたり，リスク負担能力のない労働者に過剰なリスクを負わせたり
する場合があるため，企業に適切なコスト負担をさせて量をコントロールすべ
きという考え方がある（ 第 6章）。この場合，適切な水準のコストは無限大で
はないため，金銭解決ルールを適用することが望ましいことになる。
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　つまり，解雇には「許されない解雇」と「許されうる解雇」とがあり，前者
には従来通り無効ルールを適用すべきだが，後者は金銭解決ルールを適用すべ
きではないか，というのが本書の提案である。
「許されうる解雇」というと常に解雇が有効となるという誤解も出てきそう
だが，そうではない。「許されうる解雇」は，企業が適切なコスト負担（金銭
補償）をすれば「許される」という意味であり，決して自由に解雇ができると
いうことではない。これまでの法律で有効とされていた解雇も，労働市場全体
への影響などを考慮して，雇用終了コストを課して規制すべき解雇もあるので
ある。こうした規制を可能とするためにも，金銭解決ルールが必要となる。
　法学においては，ともすれば解雇という現象を，労働契約当事者における支
配従属関係という図式で捉えて規制一辺倒の議論をしがちであった。しかし，
労働市場全体をみた場合に最適となるマッチングの水準を目指し，その下で
「許されうる解雇」をどこまで「許すか」という経済学の発想は，法制度の設
計においても十分に取り入れるべきものといえる（さらに経済学における当事者
間のインセンティブ構造を考慮した契約理論もまた，法学における労働契約論とは違っ

た視点を提供してくれる）。
　本書は，以上のような問題意識に基づき，解雇規制を，「不当な解雇は無効
である」というドグマから解放し，「企業に対して雇用終了コストを設定する
ことにより解雇を抑制するシステム（コストを負担することを条件に解雇を許容す
る）」と位置づけたうえで，具体的な法制度の提案を試みるものである。そし
て，その中心となるのが，金銭解決ルールである。
　新たな提案をしようとする以上，そこには現在の法制度への批判的な視点が
あることは当然である。しかしそれは，現在の法制度がこれまで果たしてきた
意義を否定するものではない。日本の法律や判例が，これまで無効ルールを採
用してきたことは，日本型雇用システムと密接に関係して，一定の合理性をも
つものであったと考えている（ 第 1章）。ただ，本書の現状認識は，日本型雇
用システムはこのまま維持することが困難な状況に置かれており，それが従来
の解雇規制がもっていた合理性を失わせているのではないか，というものなの
である。
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第6 節　本書の構成
 

　本書は 3部構成になっている。
　第Ⅰ部「解雇規制をめぐる状況」では，第 1章でまず，日本型雇用システム
とそれと密接に関連して展開してきた解雇規制を概観したうえで，現在起きつ
つある変化を捉え，そのなかで日本の法制度に金銭解決ルールを導入する必要
性についてみることとし，第 2章では，日本における解雇規制のあり方，とり
わけ解雇の金銭解決をめぐり，どのように議論されてきたのか，そして，現在
はどこまで政策論議が進んでいるのかについて確認する。
　第Ⅱ部「解雇法制の国際比較」では，第 3章でまず，日本の解雇規制が国際
的にどのような位置づけであるのかを，経済協力開発機構（OECD）のデータ
を用いながら検討し，日本における解雇規制の厳格性について再評価を加え，
第 4章では，諸外国の解雇法制を紹介・分析し，解雇規制のあり方について，
金銭解決ルールを中心にモデル化を行うことする。
　第Ⅲ部「解雇と金銭解決ルールの経済分析」では，第 4章で提示した金銭解
決ルールのモデルについて検討するため，経済学の観点から，理論的・実証的
な分析を行う。具体的には，まず第 5章で，解雇がもつ意義と解雇規制の機能
などに関して，経済学の立場からの標準的な理論モデルを提示して解説し，第
6章で，解雇の金銭解決ルールを，日本の現行の無効ルールとの対比を念頭に，
どのような規制が労働市場全体でみた場合に望ましいものであるかについての
理論的分析を行い，第 7章では，第 6章で行った理論的分析をベースに実証的
な分析を行い，それをふまえて，完全補償ルールに基づく金銭解決ルールの内
容を具体的に提示する。
　終章「新たな解雇規制に向けた提言」では，第 7章までの検討結果に基づき，
日本法における新たな解雇規制のあり方を提示し，今後の議論の参考に供する
こととする。
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